
津波避難確保計画の作成について

高知市防災政策課



津波避難確保計画作成義務化の経緯について①
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●平成２３年１２月 （国） 「津波防災地域づくりに関する法律」施行
●平成２４年１２月 （県） 「津波浸水予測」を公表

（第71条）

次に掲げる施設であって、第五十四条第一項（第六十九条において準用する場合を含む。）の規定により市
町村地域防災計画又は災害対策基本法第四十四条第一項の市町村相互間地域防災計画にその名称及び所在地が
定められたもの（以下この条において「避難促進施設」という。）の所有者又は管理者は、単独で又は共同し
て、国土交通省令で定めるところにより、避難訓練その他当該避難促進施設の利用者の津波の発生時における
円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な措置に関する計画（以下この条において「避難確保計画」とい
う。）を作成し、これを市町村長に報告するとともに、公表しなければならない。

（第54条）
市町村防災会議（災害対策基本法（昭和三十六年法律第二百二十三号）第十六条第一項の市町村防災会議を

いい、これを設置しない市町村にあっては、当該市町村の長とする。以下同じ。）は、前条第一項の規定によ
る警戒区域の指定があったときは、市町村地域防災計画（同法第四十二条第一項の市町村地域防災計画をいう。
以下同じ。）において、当該警戒区域ごとに、次に掲げる事項について定めるものとする。
一 人的災害を生ずるおそれがある津波に関する情報の収集及び伝達並びに予報又は警報の発令及び伝達に関する事項

二 避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項

三 災害対策基本法第四十八条第一項の防災訓練として市町村長が行う津波に係る避難訓練（第七十条において「津波避難訓練」とい

う。）の実施に関する事項

四 警戒区域内に、地下街等（地下街その他地下に設けられた不特定かつ多数の者が利用する施設をいう。第七十一条第一項第一号におい

て同じ。）又は社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配慮を要する者が利用する施設であって、当該施設の利用者の

津波の発生時における円滑かつ迅速な避難を確保する必要があると認められるものがある場合にあっては、これらの施設の名称及び所在

地

五 前各号に掲げるもののほか、警戒区域における津波による人的災害を防止するために必要な警戒避難体制に関する事項

避難確保計画作成の法的根拠（津波防災地域づくりに関する法律）



●令和 ４年 ３月 （県） 沿岸１９市町村に「津波災害警戒区域」を指定
津波災害警戒区域の範囲は，津波浸水想定区域と同じ

・ 津波が発生した場合に，住民等の生命・身体に危害が生ずるおそれがある区域で，
津波災害を防止するために 警戒避難体制を特に整備すべき区域

・ 警戒区域内では土地利用や開発行為等に規制はかからない
・ 警戒区域の指定に当たっては「基準水位」も併せて公示

津波浸水想定の浸水深に津波が建物等に衝突した

際のせり上がりの高さ（せき上げ）を加えた水位。

基準水位は，津波から避難するうえで有効な高さを
想定している。

既存の避難場所は，これまでどおり使用することが
できる。

津波災害警戒区域（イエローゾーン）とは

＜基準水位＞

津波災害警戒区域図（イメージ）

拡大図
10メートルメッシュ

＜区域図＞※次ページに拡大した図を掲載
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津波避難確保計画作成義務化の経緯について②



＜区域図＞
１０m×１０ｍの正方形毎に基準水位を記載している。

津波災害警戒区域図

拡大図
市役所周辺

基準水位算出に当たっての地盤高は，
以下のデータを用いて算出。

（浸水想定と同様）
・ 国土地理院，国土交通省が実施した

測量結果（平成23年度）
・ 高知県が実施した測量結果

（平成24年３月）
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●避難促進施設に係る避難確保計画の作成及び避難訓練の実施の義務化

※避難促進施設・・・地域防災計画に位置付けた警戒区域内の社会福祉施設，学校，
医療施設など

【令和５年２月時点 ６５９施設】

＜ フロー図 ＞
県

津波災害警戒区域等を指定

市

指定区域内の避難促進施設を
地域防災計画に位置付け

・避難確保計画の作成（義務）
・避難訓練の実施（義務）

施設管理者等

津波災害警戒区域指定後の対応

社会福祉
施設

老人福祉施設（老人介護支援センターを除く。），有料老人ホーム，認
知症対応型老人共同生活援助事業の用に供する施設，身体障害者社
会参加支援施設，障害者支援施設，地域活動支援センター，福祉ホー
ム，障害福祉サービス事業（生活介護，児童デイサービス，短期入所，
自立訓練，就労移行支援，就労継続支援又は共同生活援助を行う事
業に限る。）の用に供する施設，保護施設（医療保護施設及び宿所提
供施設を除く。），児童福祉施設（母子生活支援施設及び児童遊園を除
く。），児童自立生活援助事業の用に供する施設，放課後児童健全育
成事業の用に供する施設，子育て短期支援事業の用に供する施設，一
時預かり事業の用に供する施設，児童相談所，母子健康センターその
他これらに類する施設

学校
幼稚園，小学校，中学校，高等学校，中等教育学校，特別支援学校，
高等専門学校，専修学校（高等課程を置くものに限る。）

医療施設 病院，診療所，助産所

＜ 対象となる避難促進施設 ＞

Ｒ４年３月

Ｒ５年２月

Ｒ５年度～
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① 津波の発生時における避難促進施設の防災体制に関する事項

② 津波の発生時における避難促進施設の利用者の避難の誘導に関する事項

③ 津波の発生時を想定した避難促進施設における避難訓練及び防災教育の

実施に関する事項

④ 第１号から第３号までに掲げるもののほか,避難促進施設の利用者の津

波の発生時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な措置に関す

る事項

津波避難確保計画の作成内容について

（津波防災地域づくりに関する法律施行規則第32条）

津波避難確保計画に定めるべき事項
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避難確保計画の代替手段について

作成済み

施設での計画・
マニュアルの作成状況

未作成

法律上避難確保計画
に定めるべき事項

網羅できている

避難確保計画の
作成

一部不足あり

国様式を活用

作成不要※

（代替可能）

既存の計画・マニュアル等
に項目を追加

※ 高知市への提出は必須

 施設における既存計画・マニュアル（消防計画，非常災害対策計画，危機管理
マニュアル等）により代替が可能
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① 防災体制に関する事項
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施設における防災体制の確立

②情報収集や伝達を担当する
「情報連絡班」

③利用者の避難支援を担当する
「避難誘導班」

④避難に必要な設備や装備品等を
点検し準備する「装備品等準備班」

①全体を指揮する
「統括指揮者」

非 常 口

○ 施設利用者の円滑な避難を確保するために，発災時における施設職員
の組織構成と役割分担を予め決めておく
○ 職員が担う役割については，防災気象情報や避難情報を基に，段階的
に確立する

防災体制の参考例
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津波警報
大津波警報

津波発生時の警戒態勢について

●津波の警戒レベル

気象庁

各キャリア（NTT

ドコモ・ａｕ・
softbankなど）

●津波発生時の警報受信の流れ

9

警戒レベル 種類 発表される津波の高さ 想定される被害と 取るべき行動

津波注意報

木造家屋が全壊・流失し、人は津波による流れに
巻き込まれます。沿岸部や川沿いにいる人は、た
だちに高台や避難ビルなど安全な場所へ避難して
ください。
標高の低いところでは津波が襲い、浸水被害が発
生します。人は津波による流れに巻き込まれます。
沿岸部や川沿いにいる人は、ただちに高台や避難
ビルなど安全な場所へ避難してください。
海の中では人は速い流れに巻き込まれ、また、養
殖いかだが流失し小型船舶が転覆します。海の中
にいる人はただちに海から上がって、海岸から離
れてください。

予想される津波の最大波の高さ
が高いところで０．２ｍ以上，１ｍ
以下の場合であって，津波によ
る災害のおそれがある場合。

予想される津波の最大波の高さ
が高いところで１ｍを超え，３ｍ
以下の場合。

予想される津波の最大波の高さ
が高いところで３ｍを超える場
合。

警戒レベル４
↓

非常体制

警戒レベル３
↓

警戒体制

警戒レベル２
↓

注意体制

大津波警報
（「避難指示」

相当）

津波警報
（「避難指示」

相当）



●「様式２」（津波）の入力について

津波到達時における警戒レベルごとの組織編成と役割分担について入力

避難確保計画（国様式）の作成について①
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● 「様式２」（津波）の入力について

遠地（日本から遠く離れた国）で地震が発生した際の，警戒レベルごとの組織編成と
役割分担について入力

避難確保計画（国様式）の作成について②
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● 「様式３」の入力について

災害情報の収集手段を災害種別ごとに入力

記載例の「津波」の欄をコピー
し，「共通の情報」欄の下に貼
り付け。適宜文言修正

津波について別途入力必要

避難確保計画（国様式）の作成について③
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● 「様式３」の入力について

災害情報の伝達手段を警戒レベルごとに入力

避難確保計画（国様式）の作成について④

施設の職員同士，施設利用者の親族，避
難先の避難支援協力者などへの情報伝達
手段・内容について，警戒レベルごとに入
力してください。 13



●「様式５」の入力について

避難に必要な設備等を入力

現在施設で整備している設備等
の数量・保存場所を入力
※記載例等を参考に，不足する資機材の購
入も検討してください。

避難確保計画（国様式）の作成について⑤
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● 「様式５」の入力について

避難に必要な装備品や備蓄品について入力

現在施設で整備している装備品等の数量・保存場所を入力
※記載例等を参考に，不足する資機材の購入も検討してください。

避難確保計画（国様式）の作成について⑥
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● 「様式12」の入力について

防災体制について入力

避難確保計画（国様式）の作成について⑦
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● 「別紙３」の入力について

各班体制における必要な行動について，災害レベルごとに入力

避難確保計画（国様式）の作成について⑧
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② 利用者の避難の誘導に
関する事項
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適切な避難行動とは

●災害の種類（洪水・土砂・地震津波）によって危険性が
高い場所は異なる。

●災害ごとの被害想定（ハザードマップ）を確認する。

・河川はん濫
・浸水害

洪水ハザードマップ

土砂災害ハザードマップ

地震津波ハザードマップ

＜災害の種類＞ ＜災害ごとのハザードマップ＞

・土砂災害

・地震の揺れ
・津波

南海トラフ地震

ポイント（その１）

＜確認事項＞

・浸水想定区域
・最大浸水深

・最大浸水深
・津波到達時間

・がけ崩れ
・土石流
・地すべり
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津波ハザードマップ

20



【屋内安全確保】
・洪水・雨水出水・高潮・土砂を想定

・施設の浸水深より高い階へ避難

【立退き避難】=津波からの避難行動の基本
・系列の施設や同種・類似の施設
・市町村が指定する指定緊急避難場所や指定(福祉)避難所
・近隣の安全な場所
・宿泊施設

注意：浸水が継続する間生じる可能性がある支障を許容
できること。
（水、食糧、薬等の備蓄品の確保、電気、ガス、
トイレ等の利用可能か確認）。

 津波からの避難は，浸水想定区域等の災害リスクにある場所の施設を離れ，浸水
想定区域外の避難先に避難する「立退き避難」が基本です。

 浸水想定区域等の災害リスクのある場所の施設であっても，浸水深より高い階に
移動することによって，施設内に留まって避難する「屋内安全確保」は，津波か
らの避難行動としては適切ではありません。

適切な避難行動の選択について
【津波は「立退き避難」が原則、屋内安全確保はNG】

ポイント（その２） 適切な避難行動を行いましょう。
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指定緊急避難場所について

・地震/津波は避難可
・土砂災害は避難可
・洪水/浸水害は避難不可
（想定浸水深と建物の高さを考慮）

▼指定緊急避難場所を表す看板

●災害ごとの指定緊急避難場所を把握する。
※「津波避難ビル」や「津波避難タワー」は地震津波に限った緊急避難場所

として指定

ポイント（その３）

指定避難所（避難が長引く場合に，一時的な緊急避難場所から移動して滞在・生活する施設）
を兼ねる緊急避難場所

災害種別によって避難可能場所
が異なる
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指定緊急避難場所等の確認方法

■高知市防災政策課HP
URL：https://www.city.kochi.kochi.jp/site/bousai/hinanbasyo-hinansyo.html
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●「様式４」の入力について

津波からの避難先・移動距離・避難方法について入力

津波の欄に，避難先・移動距離・避難方法を入力

避難先の「津波到達時間」を考慮
の上，避難場所を選定してくださ
い。

避難確保計画（国様式）の作成について⑨
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●「別紙１」の入力について

避難先までの避難経路について入力

津波の欄に，「避難先」と「避難に要する時間」を
入力

地図アプリの経路図等を
貼付けしたものでも可

避難確保計画（国様式）の作成について⑩
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災害種別により避難場所・
避難経路が変わらないか
要注意！



●「別紙２」の入力について

施設内における避難経路について入力

避難確保計画（国様式）の作成について⑪

津波災害時における屋内安全確保については，指
定の避難所や津波避難ビル・タワーを除き，津波に
よる建物倒壊のおそれがあるため推奨していませ
ん。（そのため入力項目もありません）
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③ 避難訓練及び防災教育の
実施に関する事項
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令和２年７月の豪雨災害（熊本県球磨村渡地区）

（国土交通省資料「令和２年７月豪雨災害を踏まえた高齢者福祉施設の避難確保に関する検討会」）

訓練実施・防災教育の必要性

○ 令和２年７月豪雨災害において，熊本県球磨村の特別養護老人ホーム「千寿園」で，避難確保計
画を作成していたにもかかわらず，14名の方が犠牲になる被害が発生

○ この被害を受け，国土交通省と厚生労働省が共同で，有識者による検討会を設置し，避難の

実効性を確保する方策についてとりまとめた。

○ 令和３年７月に改正水防法，改正土砂災害防止法が施行され，要配慮者利用施設の所有者

等の実施義務とされている避難訓練について，市町村への訓練結果の報告を義務付け，報告を

受けた市町村長による訓練内容に係る助言・勧告制度が創設された。

被害の経緯

28津波は当初から訓練実施が義務，洪水・土砂も後追いで義務化 訓練実施の重要性



 原則年１回以上実施
 訓練内容の指定はなし
 訓練実施後は市町村へ報告

訓練の実施について

①立退き避難訓練

②屋内安全確保訓練
※洪水・雨水出水・高潮・

土砂のみ

③図上訓練

⑤避難経路等の確認訓練

⑥装備品や持ち出し品の準備訓練

訓練の具体例

④情報収集・情報伝達訓練

「訓練実施結果報告書」の提出※

高知市連携・訓練支援要配慮者利用施設

訓練実施後，概ね１ヶ月以内

留意点
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※洪水・土砂はR５～提出必要
津波はR6～提出必要



立退き避難訓練 屋内安全確保訓練

・施設内移動 ⇒ 車両への移動、徒歩⇒
避難先（利用者の支援）

・施設上階への移動（階段・エレベーター）⇒
上階での利用者の支援

 利用者を避難先に移動させる訓練として，立退き避難訓練と屋内安全確保訓練
がある。

 立退き避難訓練は，施設外の避難先に利用者を移動させる訓練
 屋内安全確保訓練は、施設の上階などに利用者を移動させる訓練

 訓練は，避難の想定に応じて，避難支援協力者の参加も得て行う

避難訓練の種類
【立ち退き避難，屋内安全確保】
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図上訓練 情報収集・情報伝達訓練 避難経路等の確認訓練

・地図等を活用したイメージ訓練 ・日頃からの気象情報等の確認
・施設内での情報伝達訓練

・避難先までの移動時間の確認
・避難経路の安全性の確認

 図上訓練は、避難先までの立退き避難訓練や屋内安全確保訓練のシミュレー
ションを行う訓練（情報収集・情報伝達訓練を合わせて行う場合あり）

 情報収集・情報伝達訓練は、避難に必要な防災気象情報や避難情報を収集し，
その情報を職員や避難支援協力者等に伝達する訓練

 避難経路等の確認訓練は，現地を実際に見て，避難先や避難経路の安全性等
について確認する訓練

避難訓練の種類
【図上訓練，情報収集・情報伝達訓練，避難経路等の確認訓練】
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● 「様式６」の入力について

施設における「防災教育」及び「訓練」の年間実施計画について入力

避難確保計画（国様式）の作成について⑫

「訓練実施結果報告書」は
年度内に所管課へ提出 32



訓練実施の報告様式について

■国土交通省HP

URL：https://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/jouhou/jieisuibou/bousai-

gensai-suibou02.html

施設種別に応じて
様式をダウンロード
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